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１．研究目的

近年の規制緩和政策により、農林漁業・中小企業の

経営は困難を極め、雇用と暮らしは不安定となり、食

の安全も脅かされ、地域社会の活力も低下しつつあ

る。

このような状況の中で、自助努力と協同の力によっ

て組合員の事業と生活の改善をめざす協同組合への期

待が高まっている。自助努力と協同の力によって事業

連携、協同組合間協同を発展させ、農林漁業者、中小

企業者、消費者の事業と生活を改善することによっ

て、地域社会の持続的発展も展望できる。しかしその

道筋は必ずしも自明ではない。そこで地域社会の一員

である福島大学と協同組合が、共同して事業連携と協

同組合間協同による地域社会の持続的発展について研

究することが求められる。

プロジェクトでは、地元の協同組合と共同し、必要

に応じて地方自治体と連携しつつ、社会科学、自然科

学などのさまざまな学問分野から、事業連携、協同組

合間協同による地域社会の持続的発展に関する研究活

動を行う。
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３．研究活動

２０１０年度の活動は、地産地消と協同組合間協同のビ

ジネス・モデルの探求として、県内の農林水産業や協

同組合組織の現状を把握し、現地調査を実施したうえ

で福島産農林水産物の商品開発や協同組合間協同を含

む流通システムについて研究し、その成果をシンポジ

ウム「絆で創る！！ふくしま STYLE―地消地産と協

同組合間協同」（２０１０年１１月１５日）で発表した。

ところが２０１１年３月１１日に起きた東日本大震災・原

発事故により、福島県は放射性物質で汚染され、地産

地消は根底より崩れてしまった。そこで２０１１年度の本

研究所の活動は、放射能汚染による農林水産業の被害

の実態を明らかにしつつ、原子力損害賠償のあり方や

協同組合間協同を介した安全・安心の農林水産物の生

産・流通・消費システムのあり方について研究するこ

とを課題とする。

３．１ 調査活動

�被災地調査
農協、漁協、生協、森林組合、個人農業者、有機農

業者などの被害の実態と今後の対応について調査し

た。

�海外調査
１０／３１－１１／７ チェリノブイリ調査団（団長清水

修二福島大学副学長）に参加し、有益な知見を得た

（小山良太）。
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３．２ 安全・安心な農産物生産・流通・消費システ

ムに関する研究

�土壌分析と汚染マップの作成
農地の詳細な汚染調査と汚染マップの作成が復旧の

第一歩になるのにもかかわらず、国や自治体の対応は

遅い。そこで民間で自主的に汚染調査を実施し、汚染

マップを作成し、除染を含む今後の営農計画を立てよ

うとする動きが生まれてきた。本研究所は、二本松市

「NPO法人ゆうきの里東和ふるさとづくり協議会」

や伊達市「放射能からきれいな小国を取り戻す会」の

実態調査活動に参加している。

�農産物の生産・流通・消費システムの研究
放射能汚染地域における農産物の生産・流通・消費

段階の安全検査に関して、ベラルーシ共和国と日本の

対応に関する比較研究に取り組んでいる。その研究成

果から、安全検査体制に関する４段階検査モデル（①

全農地汚染マップ、②農地・品目移行率、③出荷前本

検査、④消費地検査）を策定し、体系立てた検査体制

の確立に向けた具体的な提言を行っている。

３．３ 支援事業

各種団体の活動を支援した。

４／２ コープあいづ、コープふくしま、本研究所

が相馬双葉漁協を支援、南相馬市道の駅で生活必

需物資を販売

４／２２ 「ふくしま応援隊」：県 JA中央会、県生協

連、日本生協連が提携して全国に野菜とモモの販

売キャンペーンを行う。

８／２０－２１ 北大マルシェに出店した JA伊達みら

いのモモ販売を支援した。

１０／２２－２３ 福大まちづくり（株） 復興マルシェ

（街なか広場）を支援

３．４ 研究発表、ジンポジウム事業

６／１５ 福島大学教員における原発事故に関する地

域調査・支援の情報交換

６／２５ 農業農協問題研究所福島支部との研究集会

の開催

７／２ 地産地消ふくしまネットとの共催で「第８９

回国際協同組合デー～絆で復興！！ふくしま

STYLE～」、高瀬雅男「国際協同組合年と地産地

消ネット・研究所の取り組みについて」、小山良

太「東日本大震災・原発事故からの復興に向けた

取り組みについて」

１０／１５ 日本協同組合学会（神戸大学農学部）、シ

ンポジウム：小山良太「食料問題に果たす協同組

合の社会的役割」、佐藤一夫第２コメント

１１／３ かごしま九条の会憲法講演会、高瀬雅男

「放射能汚染地に生きる―フクシマからの報告

―」

１１／２５ 農業農協問題研究所福島支部との研究集会

の開催、小山良太「ウクライナ・ベラルーシにお

ける農業生産・流通対応」、高瀬雅男「原子力損

害賠償の現状と課題」

１２／８ ２０１２国連国際協同組合年福島県実行委員会

設立総会・シンポジウム「絆で復興！！ふくしま

STYLE」、小山良太「解題」

４．研究成果

下記の研究成果があった。

・高瀬雅男「福島の現状と協同組合の課題」協う

１２７号６－７頁、くらしと協同の研究所、２０１１．１０

・小山良太「食料問題に果たす協同組合の社会的役

割－福島県および協同組合の東日本大震災への対

応－」『協同組合研究』第３０巻第３号（通巻８７

号）１３－２０頁、２０１１．８

・小山良太「原発事故・放射能汚染と復興に向けた

協同組合間協同の活動」『経営実務』No．８２７，全

国共同出版、８５－９５頁、２０１１．９

・小山良太「放射能汚染と農と食の安全性」『協同

の発見』第２３１号，協同総合研究所，５１－６１頁、

２０１１．１０

１０４ プロジェクト研究所


